
週間国際経済2017（40） №125  12/04～12/10      金俊行（きむじゅねん） 

 

12/04・日銀緩和マネー供給 鈍化が鮮明に 11月、異次元緩和以降で最低 

    物価2％目標へ長期戦 日銀総裁「考え変わらず」緩和出口観測火消し 

  ・米韓空軍、演習を開始 最大規模２３０機参加、北朝鮮は反発 

 

12/05・米法人税下げ年内成立の公算で日本企業、対米投資加速も 事業再編の呼び水に 

 

12/06・空対地ミサイル導入 政府方針 北朝鮮基地も射程に 

  ・インド、２０２８年には日本超え GDP、中国は伸び鈍化 （日本経済研究センター予測） 

  ・もんじゅ廃炉計画提出 原子力機構 ２０２２２年末までに 原子力機構 

    ２２年間１兆円予算で２５０日稼働 廃炉に最低でも３７５０億円 日米協定で再処理は継続 

 

12/07・米、エルサレムをイスラエルの首都と認定 米大統領、大使館移転へ（６日） ＜１＞ 

     中東和平の根底揺るがす 内政優先で公約強行 パレスチナ抗議デモ 

     英首相「賛成できない ローマ法王「深い懸念」  

  ・ウォルマート社名変更 「ストアーズ」外す ネット通販拡大に弾み 

  ・ロシア疑惑 トランプ氏長男が下院で証言 

  ・ブラジル中銀、利下げ 最低の７％、緩和継続も示唆 

  ・インド中銀、金利据え置き ２会合連続 物価上昇リスク重視 

  ・欧州版IMFの創設案 欧州委示す 金融危機耐性強める 

 

12/08・米の孤立深まる 紛争仲介役、信認に傷 クシュナー氏、背中押す ＜２＞ 

    米国務長官、国防長官は反対 中東、欧州、東南アも米批判 安保理緊急会合 

  ・経常黒字40％増2.1兆円40カ月連続10月で最高 海外からの配当増加1.9兆円＜３＞ 

  ・天皇退位２０１９年４月末決定 新天皇５月１日即位 政府、準備を本格化 

  ・バーゼル３日米欧当局協議 新規制合意 貸出資産、算定厳しく ＜４＞ 

   銀行保有の自国国債は「安全資産」変わらず、邦銀に朗報 

 

12/09・英EU、通商協議へ前進 清算金など離脱条件で大筋合意 なお綱渡り ＜５＞ 

  ・日欧EPA交渉妥結 関税撤廃19年発効目指す 

  ・エルサレム首都認定で安保理緊急会合（8日）米非難相次ぐ 日本は米批判避ける 

   英仏とドイツ、イタリア、スウェーデンの5か国は首都認定に反対する共同声明発表 

  ・グテレス国連事務総長、対北朝鮮「対話で非核化を」 事務次長派遣で強調 

   北朝鮮、国連と対話定例化で合意 

  ・ビットコイン乱高下 時価総額トヨタ超えも先物上場控え売り注文 警戒の声 ＜６＞  

 

12/10・政府・与党 所得増税年収850万円超に引き上げ合意へ 増収900億円 

    個人増税じわじわ 5年かけて段階的に たばこ、酒、国際観光、森林環境など 

 



 


